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台湾競争政策の最近の動向 

―法改正、ガイドラインと実務事例を中心に― 

2025 年 12月 10 日 15:00～17:00 

講師：台湾弁護士 林莉慈氏、陳映帆氏（理律法律事務所） 

 

Ⅰ．公平交易法 

・日本の独占禁止法と不正競争防止法に相当。1991 年公布、1992 年施行。 

・取引秩序・消費者利益の維持、自由で公平な競争確保を目的とし、私的自治及び契約自由の例外

を規定する。現行法は 2017 年改正法。7章 50 条から成る。  

第 1章：総則（第 1条～6 条） 

第 2章：競争制限（第 7条～20条） 

第 3章：不公正な競争（第 21 条～25条） 

第 4章：調査手続及び執行（第 26 条～28条）  

第 5章：損害賠償（第 29条～33条） 

第 6章：罰則（第 34 条～44条） 

第 7章：付則（第 45 条～50条） 

・所轄官庁は公平交易委員会（委員 7名、任期 4 年）。 

 

Ⅱ．独占 (私的独占） 

 １．独占事業者（法第 8 条） 

 ・１事業者で市場占有率 1/2 以上、競争状態にない 2 事業者で市場占有率 2/3 以上、又は競争状態

にない 3事業者で市場占有率 3/4 以上の場合、独占事業者と認定。 

・但し、個別事業者の市場占有率 10％未満、又は前会計年度売上高NTD20 億未満(2026 年１月３

０日以降：NTD30億未満)NTD1＝5 円の 場合 100 億円未満)の場合は、独占事業者と認めない。 

 ・所轄官庁は、市場参入に法令・技術制限がある、又は競争排除の事情が有る場合、当該事業者を

独占事業と認定できる。 

 ２．独占事業者の禁止行為（法第 9条） 

 ・独占事業者は、市場における地位の濫用行為を行ってはならない。 

 ・例として、不公平な方法で他事業者の競争参加を阻害する行為、商品・サービス対価を不当に決

定、維持、変更する行為、正当理由なく、取引相手に自己に有利な措置を強いる行為等。 

 ３．事例 

 ・CD-R ライセンス事件  

Phillipsら 3社が CD-R技術市場で独占的地位を用いて不当な内容・対価の技術実施契約を維持し

たことに関して、公平交易委員会は 3社に制裁金を課した。Phillipsは争ったが 2013 年 7 月最高

行政裁判所は上訴を棄却した。 

 

Ⅲ. 事業者結合 (企業結合) 

 １．事業者結合類型（法第 10条） 

  ・合併、1/3 以上の議決権付株式取得、全部又は主要部分の資産又は事業の譲渡/賃借、共同経

営、経営の受任、契約による経営/人事支配など 

 ２．届出基準（法第 11 条） 

 (1)事業者結合により、市場占有率が 1/3 に達しているとき 
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  (2)事業者結合に参加する１事業者の市場占有率が 1/4 に達しているとき 

(3)事業者結合に参加する１事業者の前会計年度売上高が所管官庁の公表金額を上回るとき 

つまり、 

① 事業者結合に参加するすべての事業者の全世界売上高NTD400 億＋少なくとも２事業者の 

台湾売上高 NTD20 億（2026 年１月 28 日以降：事業者結合に参加するすべての事業者の全世

界売上高NTD500億＋少なくとも２事業者の台湾売上高 NTD30億）、又は   

     

   ②金融機関であれば、台湾売上高 NTD 300 億超＋他の事業者の台湾売上高NTD20 億超（2026

年１月 28 日以降：台湾売上高NTD 400億超＋他の事業者の台湾売上高NTD30 億超） 

    ③一般企業(非金融機関)であれば、台湾売上高 NTD150 億超＋他の事業者の台湾売上高 

NTD20 億超（2026 年１月 28 日以降：台湾売上高 NTD200 億超＋他の事業者の台湾売上高 

NTD30 億超） 

 ３．待機期間（法第 11 条 7項～9 項） 

  ・原則 30 営業日 

 ４.届出免除（法第 12 条） 

  ・既存の支配従属関係など 

  ・台湾で経済活動を行わない外国事業者の JVによる事業者結合など。 

 ５．届出制度  

  ・電子届出可能 

  ・事前相談制度 

 

Ⅳ．カルテル行為 

 １．要件等 (法第 14 条） 

  ・水平的競争者間の市場機能に影響を与えうる合意 

  ・合意には意思の連絡を含む。合意は推定されうる。 

 ２．原則禁止(法第 15 条) 

 ・例外については所轄官庁の許可あれば可能 

 ３．事例 

 ①ガスボンベ事件 

  ガスボンベ事業者 7 社が配送料金引上げ、及び顧客の奪い合い禁止を合意し実施したことに関し 

て、2008 年 3 月公平交易委員会は制裁金を課した。 

 ②教科書業者事件 

  教科書業者 4社が、学生用宿題ノート、問題用紙の贈呈中止を話合い、自粛協定を締結したこと 

  に関して、2006 年 9月公平交易委員会は制裁金を課した。 

 ③板豆腐組合事件  

高雄市の豆腐商業組合は、伝統板豆腐の価格調整を行い組合員に書面通知をしたことに関して、 

 2008 年公平交易員会はNTD20 万の制裁金を課した。  

④コンビニ持ち帰りコヒー値上げ事件 

大手コンビニ 4 社は、2011 年 10 月、持ち帰りコヒーの価格を一斉に上げたしたことに関して 
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公平交易委員会は合計NTD2000 万の制裁金を課した。4社は取消を求め裁判所に訴え、2012 

年 12 月台北高等行政法院は、一斉値上げ直前のミルク値上げが多いに影響したなどという 4 

社の主張を認め、委員会決定を取消した。 

⑤再生可能エネルギー事件  

台湾電力公司（台湾の主要電力会社）からの電力購入価格引下要請に対し、独立系発電事業者 

9 社が共同で拒否を行った。これに関して 2013 年 3月公平交易委員会はNTD63 億の制裁金を 

課した。その後調停で終了した。  

⑥コンデンサー(キャパシター)事件 

日系企業 10社によるアルミ電解コンデンサー、タンタル電解コンデンサーの価格カルテルに関 

して、2015 年 12 月、台湾公平交易委員会は NTD58 億の制裁金を課した。本件については 

2011 年に導入されたリニエンシー制度により申請が行われた。また本件に関しては日本、米 

国、欧州、中国など各競争当局も調査や処分を行った。 

  ４. 処罰 

 （1）行政罰(法第 42条) 

  ・違反行為の停止、是正又は必要な是正措置を命じ、且つNTD10 万～5000 万の制裁金を  

課すことが出来る。 

  ・違反行為が是正されない場合は繰り返し処分することが出来る。且つ 1回ごとにNTD20 万 

～1億の制裁金を課すことが出来る。 

  ・公平交易委員会が情状重大と認定した場合、当該事業者の直近会計年度売上高の 10％以下の 

制裁金を課すことが出来る。 

 （2）刑事罰（法第 34 条） 

  ・行為停止を命じられたにもかかわらず、是正しない、又は停止後に同一違反行為を再度行 

った場合、行為者は 3年以下の懲役、拘留、又はNTD1 億以下の罰金、若しくはこれらを併 

科される。 

 ５．リニエンシー制度 

 （1）根拠条文は 2011 年に修正された法第 35 条。 

  (2) リニエンシー申請者のうち 1 位は 100％、2 位は 30～50％、3位は 20～30％、4位は 10～ 

  20％、5 位は 10％以下の制裁金を免除される。（リニエンシー規則による） 

 ６．ガイドライン・通達 

 ・2011 年 10月 12日付公平交易委員会決議により、「企業反トラスト法令遵守行為に関するガイド

ライン」が採択公表された。 

 ・2016 年 3 月 1日付公平交易委員会通達により、カルテル行為参加事業者は関連市場の市場占有率

が 10％に満たない場合、生産、商品・サービスの市場機能への影響が取るに足らないと推定され

る。但し、カルテル行為が価格、数量、取引対象取引地域制限を主な内容とする場合は推定され

ない。 

 

V. 垂直的競争制限等の競争制限行為 

 １．再販売価格の制限(法第 19条) 

 ・事業者は正当な理由なく再販売価格を制限することは出来ない。 
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 ・正当な理由：川下事業者の事前販売サービスの効率、品質向上、ただ乗り防止、新規参入の効率

性向上、ブランド間競争の促進、その他経済上の合理的事由。 

 ２．その他の取引条件の制限(法第 20条) 

 ・抱合せ、ボイコット、差別的取引、拘束条件付取引など 

 ３．垂直的競争制限のセーフハーバー(公平交易委員会第 1267 回委員会議) 

 ・市場占有率が 15％未満の場合、当該事業者には市場支配力がないと推定され、競争制限をする惧

れがないとされた。但し、再販売価格制限、相対的に優越的地位を有する場合を除く。 

 ４．事例 

 （1）再販売価格制限の事例 

①薬品メーカーのフランチャイズ契約 

  ・フランチャイズ契約により、薬品メーカーが薬局に希望小売価格を維持させ、値下げ競争を禁

止したことに関して、2017 年 4月公平交易委員会は NTD250 万の制裁金を課した。 

 （2）その他の取引制限の事例 

①デリバリーサービス事件 

  ・デリバリー業者が提携レストランに対して、店内価格とプラットフォーム掲載価格の一致、顧

客による店頭受取注文の拒絶禁止を求めたことに関して、2021 年 9 月公平交易委員会は

NTD200 万の制裁金を課した。 

  ②テナントに対する他デパートへの出店禁止 

  ・A デパートがテナントに対して半径 2 キロメートル以内にある他の百貨店やショッピングモー

ルへの出店を禁止するという拘束条件を含む契約を締結していることに関して、2002 年 5月公

平交易委員会は NTD250 万の制裁金が課した。 

  ③弁当組合の組合員に対する弁当価格維持指令 

  ・台中市の弁当組合が組合員に対して学校給食用仕出弁当の価格維持を指示し、違反者を処分す

る旨通知したことに関して、2006 年 6 月公平交易委員会はNTD64 万の課徴金を課した。 

 

Ⅵ. 不公平な競争行為 

１．虚偽不実表示の禁止(法第 21条) 

２．表徴侵害(法第 22 条) 

３．不当景品による顧客誘引(法第 23 条) 

４．不実情報流布・告知(法第 24条) 

５．欺罔(欺瞞的)又は明らかに公平を失する行為(法第 25条) 

・欺罔：偽称又は信用力ある主体に付随すること。広告以外の不実な販売促進手段、重要取引情 

の隠蔽 

・明らかに公平を失する：競争業者に損害を与えることを目的とした妨害、他人の努力の成果を搾

取、不当な客寄せ、優越的地位の不当利用、情報非対称を利用する行為など。 

・公平交易法第 25 条案件の処理に関するガイドライン 

 

Ⅶ. その他トピックス 
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１．検索エンジン最適化に関する事例 

・検索エンジン最適化(Search Engine Optimization, “SEO“)の技術を利用し、検索エンジンで示される

結果に特定ブランド名称を不当に表示し、消費者に当該売り場で特定ブランド商品を販売している

と誤解させ、自身のウェブサイトの訪問数を引き上げたことに関する処罰事例がある。 

・「キーワード広告関連案件に対する公平交易委員会の処理原則」は、（ア）他事業者がそのイメー

ジ、シンボル等に対して相当な努力を投入しており、便乗者によりその努力が搾取されているか、

（イ）便乗の結果、便乗者と被便乗者が、同一出所、協力関係、関連企業、サブブランドなど一定

の関係にあると誤認される効果が生じるかを考量要素としている。 

 

２．警告書送付 

・公平交易委員会から特許違反等を主張する警告書送付のガイドラインが公表された。 

・警告書としてパタン１(公的機関が違反認定後出状)、パタン２(侵害確認後出状)があるが、パタン１

が望ましい。 

3．デジタル・コンバージェンス関連事業のクロスオーバー経営に関する公平交易委員会規範説明(Fair 

Trade Commission Disposal Directions (Policy Statements) on the Cross-Sector Cooperation among 

Digital Convergence Related Enterprises) 

 ①製品市場：Infrastructure CarrierのNetwork 層市場  

        伝送 Platform Serviceの Platform層市場 

       コンテンツ及びアプリケーション Serviceの Contents層市場 

 ②地理的市場：Network 層市場及び Platform層市場は台湾国内 

        Contents 層市場は台湾領域外に拡大される可能性 

 ③独占事業者が、法違反となりやすい状況 

  重要施設の濫用、不当な市場力の拡張、略奪的価格設定、不当な Cross Subsidies、 

競争者の経営コスト増加による市場退出を強いる等。 

4．デジタル・コンバージェンス関連事業におけるチャンネル代理店の差別的取扱行為事例 

 ・チャンネル代理店３社が、新たに設立されたケーブル TV 運営者に対しては高額なミニマムラ 

イセンス料を設定した。これは従来からのケーブル TV運営者に対するミニマムライセンス料と

比べはるかに高いものであった。またこうした取引条件の違いにより 2016 年 10 月、11月、公平

交易委員会は、正当な理由なく異なる取引条件(ライセンス条件)を課したとして合計NTD1 億

2600 万の制裁金を課した。（法第 20条 2号） 

  

Ⅷ. 公平交易法一部改正案 

・2023 年以降進捗がない。 

・改正案の主な内容は、次の通り。 

①事業結合届出基準の修正(第 11 条)：市場占有率を届出基準規定から削除する 

②カルテル行為の拡大(第 14条)：第三者が共同行為を促進、参加した場合に、第三者もカルテル 

行為の規制対象とする。 

③不当景品類提供(第 23条)：市場の自己調整機能低下のおそれがあるので削除する。 

④行政調査規定(第 27 条)：提出要求できる書類範囲の拡大、立入検査等における専門家、警察機 
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関への協力要請ができることを明確化する。 

 

以上 

 


